
調査票　重点取組項目の第三者評価の提言に対する対応状況・方針

事業
項目
番号

事業項目名
事業概要

（第６次男女共同参画計画に掲
載）

担当課
第三者評価及び評価の内容判
定理由及び改善策等の提言

(ア)
令和３年度の取組と実績

(イ)
(ア)に対する担

当課
評価

(ウ)
(イ)の評価の内容

(エ)
(ア)に対する今後の課題

(オ)
令和４年度の計画及び目標

（対応状況・方針）

1

全ての審議
会等におけ
る男女それ
ぞれの構成
比率を40％
以上に促進

市の政策・方針・決定の場
において、女性の参画を推
進するため、全ての審議会
等において、委員の男女そ
れぞれの構成比率40％以上
を目指します。

政策
課

Ｄ

構成比率が前年度より向
上していますが、目標に
達していないためこの評
価としました。同じ対策
の繰り返しではこれ以上
の改善は望めません。目
標を達成できない理由や
その分析結果、改善策を
明記してください。ま
た、委員の募集や決定方
法についても、附属機関
の委員を希望する市民を
募集し、男女比を考慮し
ながら割り当てるなど工
夫してください。是正を
促して終わるのではな
く、抜本的な対応をお願
いします。

　委員選任時に、女性委員が40％以上となるよう主管課へ呼びかけ、
40％未満となっている機関については、登用が難しい理由等を確認し、
是正を促した。（女性委員の割合（全体）：33.77％）

２

　令和２年度実績より女性委員の割
合は増加したものの、目標値である
40％は達成できていないため。

　委員の女性比率を区分別にみると、公募
市民では６割以上であるのに対し、団体等
代表では３割、学識経験者では２割であっ
た。
　このことから、規則等で委員の職業が決
まっている「当て職」や指定の団体に選出
依頼を行う場合について、そもそも依頼先
に女性がいない・少ないことが、附属機関
等の女性割合が増加していない理由の一部
と考えられる。
　各団体等における管理的立場等としての
女性の活躍が進んでいくことが、本取組の
目標達成に寄与するものと考えられること
から、引き続き、これらの取組を一体のも
のとして進めていく必要がある。

　女性委員の積極的な登用を図るべく、引き続
き職員への周知徹底を行うとともに、今年度
は、新たに専門アドバイザーによる支援を予定
しているので、目標値達成に向けた具体的な取
組について、当該支援のもと、検討を進める。

18
女性職員の
参画意識の
向上

女性職員の昇任試験受験を
推奨し、市政への積極的な
参画を促します。

職員
課

Ｄ

　目標に達していないた
め、この評価としまし
た。希望者を増やすため
には今後も「仕事に対し
てやりがいを感じてもら
う」「サポート体制が
整っている」「周りから
後押しをしてもらえる環
境がある」など、昇任し
たいと思ってもらう「雰
囲気づくり」が大切で
す。そのためにもメン
ター・メンティー制度は
重要であり、制度導入を
期待しています。また、
係長級の合格者が将来的
に課長補佐級へ昇任でき
るような取組もお願いし
ます。

　女性の昇任意識向上等の意識改革や職務への意欲推進を目的とし
た研修のほか、女性職員が活躍しやすい職場づくりを目的とした研
修を行ったうえで、昇任試験を実施した。

【令和３年度実績】
①昇任試験
・女性職員の昇任試験受験率（対資格者）
(1)課長補佐級（管理職）
　 0％(前年度0%)
(2)係長級（監督職）
　 5.8％(前年度9.2%)
・女性職員の最終合格者
(1)課長補佐級（管理職）
　 0人(前年度0人)
(2)係長級（監督職）
　 5人(前年度6人)
②研修
ア　女性職員研修（外部講師及び内部講師による講話）
・実施回数　 1回
・対象者　入庁4年目以上の女性職員
・参加者　　10人
イ　女性活躍推進研修
・実施回数　 1回
・対象者　管理職
・参加者　　36人（男性29人 女性7人）
ウ　ダイバーシティ研修
・実施回数　 1回
・対象者　全職員
・参加者　　34人（男性22人 女性12人）

２

　昇任試験受験の奨励の効果が
係長級では一定程度見られるも
のの、課長補佐級の受験者が昨
年度に引き続き０人となってお
り、管理職における効果が出て
いないため。

　意識啓発の研修等を実施するも近年昇
任試験の受験率が伸びなやんでおり、成
果を出すのが難しい状況である。課長補
佐級職及び係長職において、今年度より
昇任方法を競争試験から選考に変更する
ことから、安心して昇任することができ
るようフォロー体制を整える必要があ
る。

　令和３年３月に女性活躍推進法に基づく
第２次特定事業主行動計画を策定し、「令
和７年４月１日時点で管理的地位にある職
員に占める女性割合を２２％以上にする」
と目標を掲げていることから、引き続き女
性職員を対象とした研修実施による昇任意
識の向上等を図る。また、昇任へのフォ
ロー体制の一つとして、庁内の相談体制に
ついて検討する。

32

仕事と生活
を両立する
働き方の促
進

市職員のライフスタイルに
合わせた時差勤務の活用
や、ノー残業デーにおける
定時退庁の徹底などを通じ
て、仕事と生活を両立する
働き方を促進します。

職員
課

Ｃ

　時差勤務が浸透し、活
用の推進を行っているこ
とは評価できますが、具
体的な数値がなく評価が
しづらいためこの評価と
しました。今後は各制度
の利用者や取得率などわ
かりやすい数値の記入を
お願いします。また、テ
レワークの導入など柔軟
な働き方について検討し
てください。

　毎週水曜日のノー残業デーの周知・徹底（当日の朝・夕におけ
る全庁放送及び所属長にる声かけ、休暇制度に関する事務連絡を
発出する際における継続的な周知等）を行うとともに、より柔軟
な働き方を可能とする「時差勤務」を活用した。
　（新型コロナウイルス感染症の感染リスクを低減させる目的か
らも、時差勤務の活用を促した。）

〔令和３年度実績〕
・年次有給休暇平均取得日数11.8日
※令和２年度10.8日　1.0日増

３

　毎週水曜日のノー残業デーは
全庁的に浸透してきているほ
か、４パターンある時差勤務の
活用を促し、職員各自が自分の
ライフスタイルに合わせた勤務
時間を活用しているため。
　また、年次有給休暇平均取得
日数が増加しており、所属長に
よる計画的な休暇管理や、職員
相互支援体制など年次有給休暇
を取得しやすい環境づくりが進
んでいることがうかがえるた
め。

　毎週水曜日のノー残業デーの定着を受
け、これを維持・継続していく必要があ
る。

　毎週水曜日のノー残業デーに加えて、時
差勤務のさらなる活用や、年次有給休暇の
取得促進など、一体的に取り組んでいく。
　また、令和３年度に新型コロナウイルス
感染症蔓延による緊急事態宣言等が発出さ
れている間、試験的にテレワークを実施し
たが、新庁舎建設後に本格的に導入する場
合を想定し、労務管理方法などについて検
討する。

                                    【第三者評価基準】
                                     Ａ…施策は非常に良好に進展している
                                     Ｂ…施策は良好に進展している
                                     Ｃ…現状維持
                                     Ｄ…施策がやや後退している
                                     Ｅ…後退している

    【担当課評価基準】
     ５…予定より大きな成果が出ている
　　 ４…予定した成果が出ている〈基準＝100％の達成率〉
　　 ３…おおむね予定した成果が出ている
　　 ２…予定した成果があまり出ていない
　　 １…予定した成果が出ていない
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